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1．研究の背景と目的

通常の事業所に雇用されることが困難な障害者
に対し、就労の機会や生産活動その他の活動の機
会を提供する事業として、障害者総合支援法に基
づく就労継続支援事業がある。さらに、就労継続
支援事業は、サービス利用者と雇用契約を締結す
る A 型と雇用契約を締結しない B 型に分かれ
る。とりわけ A 型事業を行う事業所（以下、A
型事業所）では、雇用契約を締結することにより
労働法規が適用され、最低賃金による雇用が保障
されることなどから、就労による社会参加の機会
を提供する場として期待が寄せられている（竹内
2017 : 147）。
しかしながら、A 型事業所を取り巻く状況は
必ずしも追い風と言えるわけではない。A 型事
業所は、制度が創設された翌年の 2007年時点で
は 148箇所であったのが年々増加し、その数は
2017年時点で 3,776箇所にものぼる1）。その大半
を占めるのが、事業参入が目立つ営利法人によっ

て設立された事業所である2）。背景の一つには、
事業収益が十分でなくても利用者数によって国か
ら支給される給付費や助成金によって経営が可能
であるとして、参入を後押しするコンサルタント
会社の存在も指摘されている3）。そのことから、
国は不適切な事業所が増えているとして規制の強
化に乗り出すが4）、事態は 2017年夏の障害者の
大量解雇問題5）を引き起こすなど、その経営の難
しさとともに制度設計のあり方も含めて未だ課題
は山積みであると言えよう。
そもそも、A 型事業所は、障害者に対して就

労支援サービスを提供しながらも、雇用契約を結
んで最低賃金を保障するために積極的に生産活動
等を行うことが求められる事業体であるが、一般
就労が困難な人たちを対象としながら、年々上昇
する最低賃金を給与として支払い続けることは容
易ではなく、伝統的な福祉実践の枠組みでは捉え
きれないということはこれまでも指摘されてきた
（伊藤 2011；中島 2013；塩津 2016 a；塩津 2016 b
など）。
一方、欧州を中心に就労困難な人たちに対して
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２）厚生労働省によると、「営利法人」の事業所数は、平成 22年には 174箇所だったのが、27年には 1,690箇所とな
り、全体の半数以上を占めている。

３）NHK ハートネット福祉総合情報サイト（https : //www.nhk.or.jp/heart-net/article/11/, 2018. 11. 19）より。
４）厚生労働省は、「生産活動の内容が適切でない事業所や、利用者の意向にかかわらず、全ての利用者の労働時間を
一律に短くする事業所など、不適切な事例が増えているとの指摘があり、支援内容の適正化と就労の質の向上が
求められている」として、「賃金の支払は、原則、自立支援給付から支払うことは禁止（平成 29年 4月施行）」と
した（「平成 29年 6月 26日に開かれた厚生労働省社会保障審議会障害者部会（第 85回）資料 6」より）。

５）必ずしも因果関係が明確になっているわけではないものの、2017年の夏、岡山県や愛知県など、各地で 100名を
超える規模の障害者が一斉に解雇されるという出来事が起こり、社会問題化する事態となった。
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働く場を提供する事業体として労働統合型社会的
企業（Work Integration Social Enterprise：以下、
WISE）という概念が注目されており、日本にお
いてもいくつか研究の蓄積がなされている。ダビ
スターらによれば、EU 10カ国の 39の異なるタ
イプの WISE は、職業体験や OJT による訓練を
提供するもの、自己資金による永続的な仕事を創
出するもので中長期的に継続可能な仕事を提供す
るもの、永続的な補助金の基で職業統合を図るも
の、労働市場への統合ではなく、生産活動を通し
て社会参加を目指すものの 4つに分類されるとい
う（Catherine DAVISTER et al, 2004）。米澤によ
ると、これらの分類は、さらに主流の労働市場へ
の移行を目的とする「移行型」と、継続雇用を目
的とする「継続型」に区別することができるとさ
れる（米澤 2011 : 139）。そして、米澤に加え、
塩津も A 型事業所は明らかに後者、つまり継続
型の WISE と考えるのが妥当であるとしている
（米澤 2011；塩津 2014；塩津 2016 a）。
さて、A 型事業が障害者福祉サービスに位置
付けられた障害者自立支援法（現、障害者総合支
援法）の施行から 10年以上が経過したが、A 型
事業所に関する実証的な研究は数えるほどであ
る。またこれまでの A 型事業所に関する量的研
究は、基礎情報や実態把握のための調査にとどま
ってきたために、「事業所を運営する法人種別」
「事業所の定員数」「平均賃金」「労働時間」など
の基礎情報と、「事業所の就労支援事業内容」「収
入・収益構造」「収益を高めるための工夫」を尋
ねる項目など経営的視点からの実態把握と分析に
とどまっている。（伊藤 2011；株式会社はたらく
よろこびデザイン室 2013；塩津 2016 a）。しかし
ながら、経営的視点に傾注してしまうと、生産活
動、つまり経済的目的にばかり重点が置かれ、従
来の障害者へ福祉サービスを提供するという社会

的目的が軽視されてしまいクリームスキミングの
問題が無視できなくなる6）。
そのような中、本調査に先立って 2012年度に
行った調査結果からは、A 型事業所が地域のニ
ーズを汲み取り、地域のネットワークを有効に活
用しながら障害者の働く場を作る試みが行われ始
めていることが伺えた。そのうえで A 型事業所
と地域社会との関わりが、事業所経営にどのよう
な影響をもたらしているのか、より具体的な検証
を行う必要性があるという示唆を得た7）。この
点、塩津は、A 型事業所は、「既存の枠組みで
は、その多様な側面を捉えきれないため、本来独
自の実践モデルとして概念化が必要なのである」
（塩津 2016 a : 105）として、プログラム評価の方
法論を用いてその検討を試みているが、地域社会
との関わりに関する実践項目を扱った先行研究は
見当たらない。そこで、本研究の目的を、A 型
事業所における地域社会との関係と、地域社会の
変化、経済的目的としての組織マネジメントの変
化、社会的目的としての働く障害者、つまり利用
者の変化との相関関係を明らかにし、A 型事業
所の実践・活動の指標の再構成に向けた検討を試
みることとした。

2．研究の方法

（1）研究の枠組み
WISE は、就労困難と言われる人たちを雇用す
るという目標を達成するために、市場からの収益
のみに頼らない多元的な経済システムをくみこん
でいることが特徴とされている（米澤 2011 : 111-
115）。中でも、エバースは、「市場における彼ら
の競争相手が頼ることのできない資源、たとえ
ば、ボランティアの参加やさまざまな形態のコミ
ュニティからのサポートを的確に動員し、強調す

─────────────────────────────────────────────────────
６）例えば川本は、事業所が収益をあげるために、支援のコストが少なく、生産の高い利用者を手放さないという経
営判断がなされる可能性を指摘している（川本 2015 : 58）。

７）文科省科研 基盤研究（B）「社会参加と社会貢献に寄与する『社会起業』と地域再生に関する実証的地域福祉研
究」（研究代表：牧里毎治）（2011～2013）の一環で実施した。その成果は、柴田学・橋川健祐・木下麗子・川本
健太郎（2014）「労働統合型社会的企業の地域戦略に関する研究－就労継続支援 A 型事業所における運営実態調
査をもとに－」日本社会福祉学会第 62回秋季大会での発表、並びに社会起業と地域再生に関する研究グループ
（2015）『社会起業と地域再生に関する研究中間まとめ～就労継続支援 A 型事業所における運営実態に関する基礎
調査報告書～』にまとめている。
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ることによって、サードセクター組織8）は競争に
耐えることができるばかりでなく、公共政策のパ
ートナーとして高い位置に立つこともできる」と
して、とりわけ、多元的な経済システムの中にお
ける互酬的資源、つまり、信頼関係や人々の結び
つき、対話、協力などの非貨幣的要素に注目して
いる（A. エバース 2004 : 416）9）。
そこで、本研究では、先に触れたように、A
型事業所における地域社会との関係と、地域社会
の変化、経済的目的としての組織マネジメントの
変化、社会的目的としての働く障害者、つまり利
用者変化との相関関係を明らかにするために、研
究グループメンバーで三度にわたりワークショッ
プ形式で質問項目の検討を行い、調査票を作成し
た。質問項目は①事業所の基礎情報に関する項
目、②事業成果に関する項目、③事業に関わる関
係者に関する項目、④事業所と地域社会との関係
に関する項目（16変数）、⑤2012年度調査時
（2013年 1月時点）からの事業所の変化を尋ねる
項目（22変数）の 5つの要素から構成した。④
事業所と地域社会との関係に関する項目は、さら
に「今現在の地域社会との関わりの実態（10変
数）」と「今現在の地域社会に対する意識（6変
数）」にカテゴリ化し、名義尺度としてダミー変
数化した。⑤事業所の変化を尋ねる項目は、さら
に、「組織マネジメントの変化（9変数）」、「利用
者の変化（5変数）」、「地域関係の変化（8変
数）」にカテゴリ化し、4件法による順序尺度を
設定した。なお、本稿では紙面の都合上、④、⑤
に関して有意にある相関関係に焦点を絞り分析す
ることにした。

（2）調査方法
2012年度調査で回答のあった全国の A 型事業
所 548件を対象とし、郵送法による質問紙調査を
実施した。2016年 1月に事業所の住所へ直接郵
送の方法により質問紙を配布し、同封した返信用
封筒で回収した。調査基準日は 2016年 1月 1日

とし、質問項目によっては個別の基準日の指定を
行った。回答者は、事業所の状況に精通してお
り、なおかつ責任のある立場であるという点にお
いて、現場の責任者である管理者もしくはサービ
ス管理責任者に依頼し、回収期限は 2016年 2月
12日に設定した。そのうち 22件は宛先不明、12
件は回答があったが事業終了・休止中であったた
めに母数から除外した。有効回答は 196件（回収
率 38.1％）であった。なお、回答の一部に明らか
に誤表記のあるものに関しては、当該質問に関し
てのみ欠損値として処理し、全体を無効としてい
ない。また、事業所の収入を問う項目について、
単位を「千円」に設定したが、明らかに単位間違
いと思われるものについては、修正を行った。

（3）分析方法
分析は、まず単純集計による分析を行った。続
いて事業所と地域社会との関係に関する項目と、
事業所の変化を尋ねる項目との相関、および事業
所の変化を尋ねる項目間の相関分析を行った。な
お、本研究では、変数間の従属関係については検
証をしていない。分析は、SPSS statistics version
22を使用し、Spearman の順位相関係数で算出し
た。有意確率は 1％水準で有意なものを採用し
た。

（4）測定尺度の信頼性の検討
事業所と地域社会との関係に関する項目（16
変数）について、クロンバック係数の α 値を算
出したところ .767を示した。
また、3つの「事業所の変化」に関する項目の
合成変数の α 値は「組織マネジメントの変化」
が .789、「地域関係の変化」が .816であり尺度の
内的整合性が高いと判断される値（.70以上）（小
塩 2004）を上回っている。一方で「利用者の変
化」は α 値が .645とやや低いものの、内的整合
性が認められる値（.50以上）（小塩 2004）を上
回っているために、これらすべての変数を分析に

─────────────────────────────────────────────────────
８）ここでは、社会的企業と同義で用いられている。
９）このほか、例えば桜井は、社会的企業とソーシャル・キャピタル（社会関係資本）の関係を活用・醸成の両面か
らとらえ、その可能性を示唆している（桜井 2014 : 68-77）。また、地域福祉研究において野口は、「コミュニティ
に信頼関係が醸成されていれば、取引相手を知るための情報費用や取引費用が軽減され経済に好影響を与えるだ
ろう」と述べている（野口 2008 : 327）。
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用いることとした。なお、合成変数の平均値は、
「組織マネジメントの変化」が 2.35、「利用者の変
化」が 2.52、「地域関係の変化」が 2.14であっ
た。

（5）倫理的配慮
本研究は、日本地域福祉学会研究倫理規程を遵
守し実施した。なお、調査票には事業所名や法人
名を公表することは一切ない旨を付記し、集計、
分析にあたってはそれらが特定できないよう統計
的な手法を用いて処理した。

3．研究の結果

（1）回答事業所の基本情報
回答事業所の基本情報について、紙面の幅から
ここでは主要な内容のみを紹介するにとどめ
る10）。
まず、A 型事業所の業種については、「農業」
が 30.1％と最も多く、「軽作業」が 27.0％、「食
料品製造業」が 26.5％と続いた。その中でも、
主たる業種については、「農業」が 18.4％と最も
多く、「食料品製造業」が 14.8％、「クリーニング
業」が 12.8％が続く結果となった11）。最低賃金
減額特例制度の利用状況については、「利用して
いない」が 73.5％、「一部の利用者に利用してい
る」が 16.3％、「全ての利用者に利用している」
が 8.2％であった。通勤手当の支給については
「支給している」が 52.0％、「支給していない」が
46.9％と「支給している」がやや上まわる結果と
なった。利用者の雇用保険の加入状況については
「100％」が 69.4％と最も多く、50％以上の加入
率が 89.8％と約 9割を占める。最も長かった 1
ヶ月当たりの労働時間と時給については、平均で
労働時間 132.8時間（標準偏差 34.4時間）、時給
760.6円（標準偏差 132.5円）という結果となっ
た。労働時間は 140時間未満で 59.1％と約 6割
を占める。時給では「650～700円未満」、「750～
800円未満」が 22.4％と最も多く、800円未満で

71.8％と約 7割を占める。事業所の収入について
は、平均で 2012年度 78,511.0千円（標準偏差
96,221.2千円）、2015年度 90,632.0千円（標準偏
差 101,859.6円）という結果であり、2012年度よ
りも約 15.4％増加している。金額と全体に占め
る割合はそれぞれ記載内容の実数値からの平均値
となるため、金額から算出した割合と全体に占め
る割合の平均値では齟齬があるが、全体に占める
割合は 2012年度と 2015年度とで大きな差は見ら
れない。「給付費収入」が約 5割、「事業収入」が
約 4割を占め、あわせて約 9割と殆どを占める。
残り 1割を「補助金収入」、「寄付金収入」、「その
他の収入」が占める。「寄付金収入」は 0.2％程
度と殆どない。サービス等の購入者（消費者）に
ついては「一般消費者（地元住民）」が 55.1％と
最も多く、「地元の中小民間事業者」が 40.8％、
「一般消費者（地元以外の人）」が 35.7％と続く
結果となった。物品、材料の仕入れ、調達先につ
いては、「地元の中小民間事業者」が 59.7％と最
も多く、「地元外の中小民間事業者」が 32.1％、
「地元外の大手民間企業」が 17.3％と続く結果と
なった。事業の契約先については「地元の中小民
間事業者」が 34.2％と最も多く、「市町村自治
体」が 18.9％、「地元の福祉施設」が 11.2％と続
く結果となった。

（2）事業所と地域社会との関係に関する項目及び
事業所の変化に関する項目に関する回答状況
今現在の地域社会との関わりの実態については

「HP や SNS を活用し、情報発信を行っている」
が 44.9％と最も多く、以下、「地元自治体の自立
支援協議会のメンバーになっている」が 41.3％、
「中学校のトライアルウィーク（職場体験）の受
け入れを行っている」が 37.8％と続く結果とな
った（表 1）。
今現在の地域社会に対する意識については「地
域の特性を意識している」が 56.6％と最も多く、
以下、「地域内の社会資源を意識している」が
55.6％、「地域の要援護者の実態を意識している」

─────────────────────────────────────────────────────
１０）詳細は、社会起業と地域再生に関する研究グループ（2016）『就労継続支援事業 A 型事業所と地域社会との関わ

りに関する調査報告書』による。
１１）あてはまる業種で 2位であった「軽作業」27.0％と 4位であった「清掃業」25.5％は、それぞれ 5位 10.7％、7位

7.7％と他業種に比べてやや減少しており、主たる業種としては他業種に比べ選ばれ難い傾向が見られる。
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が 45.9％と続く結果となった。逆に「地域住民
や地域内の事業者から寄付を募っている」が 5.1
％と最も低い割合を示した（表 2）。
2013年 1月時点からの事業所の変化について
は「よくあてはまる」、「あてはまる」を合わせた
数値では「利用者の賃金が上がった」が 85.2％
と最も多く、殆どが「利用者の賃金が上がった」
と回答した。以下、「職員同士の連携が取れるよ
うになった」が 81.2％、「外部からの視察が増え
た」が 62.8％と続く結果となった。6割以上では
他に「職員が地域社会（機関・団体・住民等）と

関わる機会が増えた」の 62.2％がある。逆に
「あまりあてはまらない」、「あてはまらない」を
合わせた数値では「寄付が増えた」が 93.9％が
最も多く、殆どが「寄付が増えなかった」と回答
した。以下、「事業運営等に関わる地域のボラン
ティア数が増えた」、「利用者が経営に参画するよ
うになった」が、それぞれ 87.7％と続く結果と
なった（表 3）。

（3）事業所と地域社会との関係に関する項目と事
業所の変化に関する項目との相関
事業所と地域社会との関係に関する項目（16
変数）と有意に相関関係にあった前回調査時から
今回の調査時までの事業所の変化項目である「組
織マネジメントの変化」（9変数）、「利用者の変
化」（5変数）、「地域関係の変化」（8変数）は、
「組織マネジメントの変化」が 1変数、「利用者の
変化」が 4変数、「地域関係の変化」が 17変数あ
った。このことから、「事業所と地域社会との関
係」は、事業所の「地域関係の変化」と関連性が
高いことが分かった。そこで、まずはこれら 17
変数を個々に見ていきたい（表 4）。
最も相関関係にある変数が多かったのが「相談
し合える地域住民との関係性がある」で、「事業
を進めることが地域の課題解決につながった」と
0.308、「事業のこと等で相談し合える地域住民や
地元関係者との関係性が広がった」と 0.411、「地
元（自治会や町内会）の行事や会合に呼ばれる機
会が増えた」と 0.404、「事業運営等に関わる地域
のボランティア数が増えた」と 0.367で、それぞ
れ有意に相関が見られた。続いて多かったのが、
「地元の会合に出席している」で、「事業を進める
ことが地域の課題解決につながった」と 0.357、
「事業のこと等で相談し合える地域住民や地元関
係者との関係性が広がった」と 0.375、「地元（自
治会や町内会）の行事や会合に呼ばれる機会が増
えた」と 0.424で、それぞれ有意に相関が見られ
た。また、「地域住民が共通して抱える課題を意
識している」で、事業を進めることが地域の課題
解決につながった」と 0.389、「事業のこと等で相
談し合える地域住民や地元関係者との関係性が広
がった」と 0.363、「地元（自治会や町内会）の行
事や会合に呼ばれる機会が増えた」と 0.371で、

表 1 今現在の地域社会との関わりの実態について

選択肢 度数 割合
地元の祭りに参加している 66 33.7％
地元の会合に出席している 55 28.1％
地元の清掃活動等の行事に参加してい
る 49 25.0％

地元自治体の自立支援協議会のメンバ
ーになっている 81 41.3％

小～高校の福祉教育（学習）のプログ
ラムの受け入れを行っている 65 33.2％

中学校のトライアルウィーク（職場体
験）の受け入れを行っている 74 37.8％

ボランティアの受け入れを行っている 61 31.1％
広報誌を発行している 54 27.6％
HP や SNS を活用し、情報発信を行
っている 88 44.9％

地元住民を対象とした行事やイベント
を行っている 58 29.6％

無効回答 19 9.7％
回答者数 196

表 2 今現在の地域社会に対する意識について

選択肢 度数 割合
地域の特性を意識している 111 56.6％

地域の要援護者の実態を意識している 90 45.9％

地域住民が共通して抱える課題を意識
している 46 23.5％

地域内の社会資源を意識している 109 55.6％
相談し合える地域住民との関係性があ
る 59 30.1％

地域住民や地域内の事業者から寄付を
募っている 10 5.1％

無効回答 23 11.7％
回答者数 196
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表 3 2013年 1月時点からの事業所の変化

合計 よくあて
はまる あてはまる あまりあてはまらない

あて
はまらない 無効回答

組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
変
化

利用者（雇用契約に基づく）が増加した
196 40 68 47 39 2

100.0％ 20.4％ 34.7％ 24.0％ 19.9％ 1.0％

新規に事業（サービス、商品）を開始
（開発）した

196 35 65 34 59 3

100.0％ 17.9％ 33.2％ 17.3％ 30.1％ 1.5％

利用者が経営に参画するようになった
196 5 15 51 121 4

100.0％ 2.6％ 7.7％ 26.0％ 61.7％ 2.0％

事業所の収支が改善された
196 15 75 72 30 4

100.0％ 7.7％ 38.3％ 36.7％ 15.3％ 2.0％

独自事業による事業収入が拡大した
196 13 62 66 50 5

100.0％ 6.6％ 31.6％ 33.7％ 25.5％ 2.6％

地元に競合他社が生まれた
196 23 52 59 57 5

100.0％ 11.7％ 26.5％ 30.1％ 29.1％ 2.6％

外部に視察に出向く機会が増えた
196 11 64 81 35 5

100.0％ 5.6％ 32.7％ 41.3％ 17.9％ 2.6％

職員同士の連携が取れるようになった
196 25 134 29 5 3

100.0％ 12.8％ 68.4％ 14.8％ 2.6％ 1.5％

外部からの視察が増えた
196 35 88 50 20 3

100.0％ 17.9％ 44.9％ 25.5％ 10.2％ 1.5％

利
用
者
の
変
化

ひとり暮らしをする利用者が増えた
196 3 47 84 59 3

100.0％ 1.5％ 24.0％ 42.9％ 30.1％ 1.5％

利用者の賃金が上がった
196 46 121 20 8 1

100.0％ 23.5％ 61.7％ 10.2％ 4.1％ 0.5％

利用者の人間関係の幅が広がった
196 19 95 67 13 2

100.0％ 9.7％ 48.5％ 34.2％ 6.6％ 1.0％

利用者が仕事以外で外出する機会が増え
た

196 12 94 64 21 5

100.0％ 6.1％ 48.0％ 32.7％ 10.7％ 2.6％

利用者と地域住民が関わる機会が増えた
196 6 66 101 21 2

100.0％ 3.1％ 33.7％ 51.5％ 10.7％ 1.0％

地
域
関
係
の
変
化

職員が地域社会（機関・団体・住民等）
と関わる機会が増えた

196 21 101 59 13 2

100.0％ 10.7％ 51.5％ 30.1％ 6.6％ 1.0％

地域社会と関わる意識を持つ職員が増え
た

196 14 95 75 11 1

100.0％ 7.1％ 48.5％ 38.3％ 5.6％ 0.5％

事業を進めることが地域の課題解決につ
ながった

196 8 57 98 28 5

100.0％ 4.1％ 29.1％ 50.0％ 14.3％ 2.6％

事業のこと等で相談し合える地域住民や
地元関係者との関係性が広がった

196 9 66 89 30 2

100.0％ 4.6％ 33.7％ 45.4％ 15.3％ 1.0％

地元（自治会や町内会）の行事や会合に
呼ばれる機会が増えた

196 12 49 83 50 2

100.0％ 6.1％ 25.0％ 42.3％ 25.5％ 1.0％

事業運営等に関わる地域のボランティア
数が増えた

196 0 18 90 82 6

100.0％ 0.0％ 9.2％ 45.9％ 41.8％ 3.1％

寄付が増えた
196 1 7 45 139 4

100.0％ 0.5％ 3.6％ 23.0％ 70.9％ 2.0％

地元の消費者や取引先が増えた
196 15 85 52 40 4

100.0％ 7.7％ 43.4％ 26.5％ 20.4％ 2.0％
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それぞれ有意に相関が見られた。
一方で、「地元自治体の自立支援協議会のメン

バーになっている」、「小～高校の福祉教育（学
習）のプログラムの受け入れを行っている」、「中
学校のトライアルウィーク（職場体験）の受け入
れを行っている」、「HP や SNS を活用し、情報
発信を行っている」、「地域内の社会資源（地域の
諸機関、団体、専門家等）を意識している」の各
項目は、事業所の変化に関するいずれの項目とも
有意差が見れなかったか、もしくは弱い相関しか
見られなかった。

（4）「地域関係の変化」「組織マネジメントの変
化」「利用者の変化」の相関分析
ここでは、「地域関係の変化」が、「組織マネジ
メントの変化」、「利用者の変化」と相関関係にあ
るかを見るために、それぞれの合成変数ごとの相
関分析を行った。「地域関係の変化得点」と「組
織マネジメントの変化得点」は 0.597、「利用者の
変化得点」とは 0.697と有意に相関がみられた
（表 5）。そこで、一つひとつの変数ごとの相関関
係を個々に見ていきたい。
最も相関関係にある変数が多かったのが「職員
が地域社会（機関・団体・住民等）と関わる機会

表 4 事業所と地域社会との関係に関する項目と事業所の変化に関する項目との相関

表 5 事業所の変化を構成する 3つの合成変数の関係

組織マネジメントの変化得点 利用者の変化得点 地域関係の変化得点

組織マネジメントの変化得点 － － －

利用者の変化得点 .579** － －

地域関係の変化得点 .597** .697** －

** : p＜.01
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が増えた」で、「事業所の収支が改善された」と
0.403、「独自事業による事業収入が拡大した」と
0.304、「外部に出向く機会が増えた」と 0.355、
「職員同士の連携が取れるようになった」と
0.357、「外部からの視察が増えた」と 0.447、「利
用者の人間関係の幅が広がった」と 0.394、「利用
者が仕事以外で外出する機会が増えた」と 0.441、
「利用者と地域住民が関わる機会が増えた」と
0.501で、8つの変数とそれぞれ有意に相関がみ
られた。続いて「地域社会と関わる意識を持つ職
員が増えた」、「事業のこと等で相談し合える地域
住民や地元関係者との関係性が広がった」、「地元
の消費者や取引先が増えた」が 6つの変数と、
「事業を進めることが地域の課題解決につながっ
た」が 5つの変数とそれぞれに有意に相関がみら
れた（表 6）。

4．考察

（1）事業所の「地域関係の変化」と関連の深い
「事業所と地域社会との関係」
～従来の顔の見える関係づくりの有効性～
昨今の ICT 技術の発展を受けて、SNS を活用

する事業所が増加傾向にあることは容易に想定で
きる。単純集計結果からは、それらが高い数値を
示したことは 3-（2）に記載したとおりである。
しかし、本研究においては、そのような取り組み
よりも「地元の会合に出席している」、「相談し合
える地域住民との関係がある」といった項目が、
「事業を進めることが地域の課題解決につながっ
た」といった項目と有意に相関関係にあるなど、
より顔の見える関係づくりに踏み込んだ地域社会
との関係が、地域関係の変化と関連が深いことが
明らかになった。
また、単に「地域の特性（気候条件、地理的条
件、人口動態、産業構造、住民性、住民意識構
造）を意識している」や「地域内の社会資源（地
域の諸機関、団体、専門家等）を意識している」
だけではなく、「地域住民が共通して抱える課題
を意識している」や「地域の要援護者（要介護高
齢者、障害者、ニートや引きこもりの方等）の実
態を意識している」など、地域の内情への理解と
地域関係の変化との関連が深いことから、因果関
係は定かではないが、より踏み込んで地域におけ
る課題を意識し、把握することも含めた地域の診
断やアセスメントを行うことの必要性が示唆され

表 6 地域関係の変化と組織マネジメントの変化、利用者の変化の関係
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る。

（2）地域関係の変化と、利用者の変化、組織マネ
ジメントの変化との関連
～A 型事業所における互酬的資源をどう捉
えるか～
先にも触れたように、「事業所と地域社会との
関係」と「地域関係の変化」との間には多くの相
関が見られた。さらに、「地域関係の変化」と、
「組織マネジメントの変化」、「利用者の変化」の
各変数とが有意に相関関係にあることもみてきた
とおりである。つまり、A 型事業所における地
域社会との関係は、直接的には「地域関係の変
化」との関わりが深いが、間接的に組織マネジメ
ントの変化や利用者の変化とも関係性があるとい
うことができよう。
さて、社会的目的と経済的目的を達成するため
に WISE の資源は「市場交換」「再分配」「互酬」
の混合モデルが有効であるとされてきた。なかで
も互酬的資源は社会的企業の中核であるとみなさ
れ、ボランティアの協力や寄付がその代表的な形
とされてきた（米澤 2011 : 113-114）。本研究もそ
れらの先行研究をふまえ、「ボランティアの受け
入れを行っている」と「地域住民や地域内の事業
者から寄付を募っている」という変数を設定し、
事業所の運営との関連を検証しようとしたが「事
業所に関わる地域のボランティア数が増えた」と
「寄付が増えた」以外に有意な相関関係を見るこ
とができなかった（表 4）。
一方で、「職員が地域社会（機関・団体・住民
等）と関わる機会が増えた」、「事業を進めること
が地域の課題解決につながった」、「地元の消費者
や取引先が増えた」の 3つの地域関係の変化に関
する変数と「事業所の収支が改善された」に有意
な相関が見られたことや、「職員が地域社会（機
関・団体・住民等）と関わる機会が増えた」、「地
元の消費者や取引先が増えた」の 2つの地域関係
の変化に関する変数と「独自事業による事業収入
が拡大した」に有意な相関が見られることから、
純粋な互酬による資源ではなく、市場交換と互酬
の交じり合う資源が組織マネジメントの経済的な
側面とより強い関係性があることが示唆された
（表 6）。もちろん、これまでも市場交換と互酬の

交じり合う資源の検討はされてきたが（米澤
2011、橋川 2016）、A 型事業所では、市場を介し
た互酬資源が組織マネジメントの変化とより関連
があるということができる。また、これらの結果
は WISE 研究における資源混合を考える際に示
唆を与えるものとなるだろう。一方で、資源の混
合モデルを WISE 実践の調査に応用するために
は、単に資源が混合されているかどうかではな
く、資源のベストミックスを考える必要がある。
すなわち、「市場交換」「再分配」「互酬」を同じ
質で考えるのではなく、それぞれの資源の性質や
機能を考慮しながら、それぞれの資源が他の資源
に与える影響を含む分析の視点が求められるであ
ろう。

（3）A 型事業所における地域社会との関係から
みられる示唆
～経済的目的と社会的目的とを媒介する職員
の関わり～
また、「職員が地域社会（機関・団体・住民等）
と関わる機会が増えた」と「利用者の人間関係の
幅が広がった」、「利用者が仕事以外で外出する機
会が増えた」、「利用者と他の住民が関わる機会が
増えた」の利用者変化に関する 3変数に有意な相
関が見られた。このことから A 型事業所におい
ては、職員が直接的に地域住民や機関、団体など
に関わることと、利用者の生活の変化と関連があ
るということが示唆される。
一方で、先にも触れたように「職員が地域社会

（機関・団体・住民等）と関わる機会が増えた」
と「事業所の収支が改善された」、「独自事業によ
る事業収入が拡大した」の組織マネジメントの変
化に関する 2変数にも有意な相関を見ることがで
きた。A 型事業所は塩津（2016 a）が指摘するよ
うに、従来の福祉実践と経済活動の 2つの実践が
求められる事業体である。「職員が地域社会（機
関・団体・住民等）と関わる機会が増えた」と有
意に相関を見せた事業の収支に関する 2変数と利
用者の生活に関する 2変数は、経済的な目的と社
会的な目的に分類をすることができよう。そし
て、トーレドオフの関係にあると考えられてきた
これら 2つの目的（米澤 2011）が、職員の地域
社会への関わりにそれぞれ有意な相関を見せたと
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ことは、経済的な目的と社会的な目的が両立する
可能性があるということを示唆している。
注目すべきポイントはもう一つある。これらを
可能にするのは、あくまでも A 型事業所職員の
直接的な地域社会への関わりであるという点であ
る。福祉分野において、地域と関わる実践手法と
してコミュニティワークがある。コミュニティワ
ークは、問題を抱えた人たちを含めた地域住民の
エンパワメントと地域住民や関係者間の関係性の
構築と問題解決力の向上、地域社会の権力構造の
変容を図ることを目標とするソーシャルワークの
方法論の一つであり、具体的な技術として調査、
集団討議、情報収集・提供、計画立案、連絡調
整、資源動員・配分、世論形成、圧力行動などと
整理されている（加納 2006 : 426-427）。これらを
進めるためには、地域社会の実態や実情を把握す
ること（地域診断、地域アセスメント）、地域住
民や地域組織、各種関係機関との信頼と互酬の関
係、ネットワークの構築が欠かせない。
なお、従来型のコミュニティワークは「住民主
体の原則」というキー概念のなかで、専門職は黒
子であることが求められてきた。しかしながら、
職員による地域社会との関わりが、事業収支の改
善や、利用者の生活に変化と関連があるいう分析
の結果を踏まえ、A 型事業所がコミュニティワ
ーク実践を行うとするならば、これまでの側面的
支援者と解釈されてきたコミュニティワーカー
を、積極的な媒介者としての機能を加えて理解す
ることも可能であろう。繰り返しになるが、A
型事業所においては社会的な目的と経済的な目的
の 2つの実践が求められ、伝統的なコミュニティ
ワークは社会的目的の達成に寄与するものである
と考えられてきた。しかしながら、本研究では 2
つの目的の達成を媒介し、両立しうるという示唆
を得た。A 型事業所の実践において、社会的な
目的を達成する場面では、利用者は援助対象者で
あり、一方、経済的な目的を達成する場面では、
利用者はパートナーとなり、市場となる地域社会
がその対象となる。それらを媒介するものがコミ
ュニティワークであるとすれば、牧里がコミュニ
ティワークを直接援助か間接援助かの分類するこ
との課題として指摘する「クライエントはソーシ
ャルワーカーに援助してもらわなければ生きてい

けない存在であるというステレオタイプな対象
論」（牧里 2004 : 53）を越え、個人への働きかけ
と、地域への働きかけの接合点として A 型事業
所のコミュニティワーク実践を位置づけることが
できるのではないだろうか。

5．まとめと課題

本研究の意義として、以下の 2点があげられ
る。一つは、A 型事業所と地域社会との関わり
が直接的には地域社会への変化と関係し、間接的
に経済的目的としての組織マネジメントの変化、
社会的目的としての働く障害者、つまり利用者の
変化と関連があることを明らかにしたことであ
る。これにより、A 型事業所にとってコミュニ
ティワーク実践を行うことが、経済的目的のみに
傾注するのではなく、社会的目的の達成をも可能
にする実践・活動モデルとして一定の示唆を得る
ことができたのではないかと考える。また、二つ
めとして、ヨーロッパを中心に議論されてきた
WISE の日本的展開への示唆も得られたと考え
る。特にヨーロッパの社会的企業論で重視される
互酬的資源のそれがボランティアや寄付が想定さ
れていることに対し、本研究ではそれらの明確な
有効性は見出せず、むしろ顔の見える関係づくり
という身近で地道なネットワークづくりが WISE
の持続性に好影響をもたらすことが示唆された。
このことは、今後、日本における WISE 研究に
おいて重要な位置を占めることになるのではない
かと考える。
ただし、本研究においていくつか課題が残され
ている。一つは、変数の設定についての客観性の
担保という点があげられる。この点については、
実践者とともに検証を行う、あるいはさらに対象
を広げて検証を行っていく必要があるだろう。ま
た、本研究ではそれら各変数間の相関関係の検証
までしか行っていないという課題も残されてい
る。従属関係を検証することで、地域社会との関
わりを持つ行為、ないし実践における、利用者の
社会参加の促進、組織マネジメントの向上、地域
社会の変容に対する効果を明らかにすることがで
きる。ただし従属関係を検証するためには論理的
な仮説を設定した上での検証が求められる。たと

『Human Welfare』第 11巻第 1号 2019

190



えば、組織マネジメントが安定をしているため
に、地域関係に変化を与えた事業所もあれば、地
域関係の変化そのものが組織マネジメントの変化
に影響を与えたという事業所もあることが考えら
れる。これらに対し論理的な根拠を示すことが今
後求められるだろう。そのために今回集めたデー
タをより緻密に分析することに合わせて、標本の
中から特出する事例をいくつかピックアップし事
例研究を進めたい。さらに言えば、今回のデータ
は因子分析をおこなうことで、A 型事業所の実
践・活動の指標に関する尺度の開発に貢献をした
い。

※本研究並びに調査は、文科省科研基盤研究（B）
「レジリエントな職域社会を形成する社会起業型コ
ミュニティワークの実証的・開発的研究」（研究代
表：牧里毎治）（2014～2016）の一環で実施したも
のである。
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Study of the Relationship between Type A Work
Continuation Support Offices and Local Communities
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ABSTRACT

The purpose of this study is to clarify the relationship between type A work continuation
support offices (hereinafter referred to as type A offices) based on the comprehensive support
law for persons with disabilities, and the local community, and the correlation between
changes in organization management as an economic objective, people with disabilities work-
ing as a social objective, that is, consumer change, and change to local communities, while
taking the reconfiguration of indicators of the practice and activities of type A offices into
consideration.
The survey was conducted by sending a questionnaire to 548 type A offices nationwide

based on the following five elements : 1) items related to basic information of the office, 2)
items related to office results, 3) items related to people involved in the office, 4) items re-
lated to the relationship between the office and the local community, and 5) items asking for
change in the office.
The results revealed that the relationship between type A offices and local communities is

directly related to the change to local communities, and indirectly related to changes in or-
ganization management as an economic objective, and people with disabilities working as a
social objective, that is, consumer change. Therefore, it is possible to give certain suggestions
as a practice / activity model that will make it possible for type A offices to implement com-
munity work not only for economic objectives but also for achieving social objectives. The
WISE suggestions for Japanese development, which have been mainly discussed in Europe,
were also obtained. In contrast to the assumption that volunteers and donations, which are
particularly emphasized as reciprocal resources, their definite effectiveness is not evident in
this study, but rather it suggests that the creation of visible relationships, or the creation of fa-
miliar and sustainable networks, would have a positive effect on the durability of WISE. This
will occupy an important position in WISE research in Japan in the future.

Key words : type A work continuation support office, relationship with local community, la-
bor integrated social enterprise
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